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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で、Ｃ：０.６～１.０％、Ｓｉ：０.５％以下、Ｍｎ：０.１～１.５％、Ｐ：０.
０２％以下、Ｓ：０.０２％以下、Ｃｒ：０.１～１.５％、Ｎｂ：０.１～０.５％、残部
Ｆｅおよび不可避的不純物からなり、下記（１）式で定義される理想臨界直径ＤIが５０
以上である化学組成を有し、Ｎｂを含有する粒子径２μｍ以上の炭化物が３００～１００
０個／ｍｍ2の密度でマトリクス中に存在する耐摩耗性焼入れ焼戻し部品用鋼材。
　ＤI＝６.０（Ｃ）1/2×（１＋０.６４Ｓｉ）×（１＋４.１Ｍｎ）×（１＋２.８３Ｐ）
×（１－０.６２Ｓ）×（１＋２.３３Ｃｒ）×（１＋１.５２Ｎｉ）×（１＋３.１４Ｍｏ
）　…（１）
　ただし、（１）式右辺の元素記号の箇所には質量％で表された当該元素の含有量値が代
入され、含有しない元素については０（ゼロ）が代入される。
【請求項２】
　質量％で、Ｃ：０.６～１.０％、Ｓｉ：０.５％以下、Ｍｎ：０.１～１.５％、Ｐ：０.
０２％以下、Ｓ：０.０２％以下、Ｃｒ：０.１～１.５％、Ｎｂ：０.１～０.５％であり
、さらにＭｏ：０.５％以下、Ｖ：０.５％以下、Ｎｉ：２％以下、Ｔｉ：０.２５％以下
、Ｂ：０.００５％以下の１種以上を含有し、残部Ｆｅおよび不可避的不純物からなり、
Ｂ含有量に応じて下記（１）式または（２）式で定義される理想臨界直径ＤIが５０以上
である化学組成を有し、Ｎｂ、Ｔｉの１種以上を含有する粒子径２μｍ以上の炭化物が３
００～１０００個／ｍｍ2の密度でマトリクス中に存在する耐摩耗性焼入れ焼戻し部品用
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鋼材。
　Ｂ含有量０.０００５％未満（０％を含む）の場合：　ＤI＝６.０（Ｃ）1/2×（１＋０
.６４Ｓｉ）×（１＋４.１Ｍｎ）×（１＋２.８３Ｐ）×（１－０.６２Ｓ）×（１＋２.
３３Ｃｒ）×（１＋１.５２Ｎｉ）×（１＋３.１４Ｍｏ）　…（１）
　Ｂ含有量０.０００５％以上の場合：　ＤI＝６.０（Ｃ）1/2×（１＋０.６４Ｓｉ）×
（１＋４.１Ｍｎ）×（１＋２.８３Ｐ）×（１－０.６２Ｓ）×（１＋２.３３Ｃｒ）×（
１＋１.５２Ｎｉ）×（１＋３.１４Ｍｏ）×｛１＋１.５×（０.９－Ｃ）｝　…（２）
　ただし、（１）式または（２）式右辺の元素記号の箇所には質量％で表された当該元素
の含有量値が代入され、含有しない元素については０（ゼロ）が代入される。
【請求項３】
　前記耐摩耗性焼入れ焼戻し部品が鋸刃である請求項１または２に記載の鋼材。
【請求項４】
　質量％で、Ｃ：０.６～１.０％、Ｓｉ：０.５％以下、Ｍｎ：０.１～１.５％、Ｐ：０.
０２％以下、Ｓ：０.０２％以下、Ｃｒ：０.１～１.５％、Ｎｂ：０.１～０.５％、残部
Ｆｅおよび不可避的不純物からなり、下記（１）式で定義される理想臨界直径ＤIが５０
以上である組成に成分調整された鋼を鋳造したのち放冷することによりＮｂを含有する粗
大炭化物を析出させる工程、
　前記粗大炭化物が存在する鋼を１２００～１３５０℃に加熱保持することによりＮｂを
含有する粒子径２μｍ以上の炭化物の密度を３００～１０００個／ｍｍ2に調整する工程
、
を有する耐摩耗性焼入れ焼戻し部品用鋼材の製造方法。
　ＤI＝６.０（Ｃ）1/2×（１＋０.６４Ｓｉ）×（１＋４.１Ｍｎ）×（１＋２.８３Ｐ）
×（１－０.６２Ｓ）×（１＋２.３３Ｃｒ）×（１＋１.５２Ｎｉ）×（１＋３.１４Ｍｏ
）　…（１）
　ただし、（１）式右辺の元素記号の箇所には質量％で表された当該元素の含有量値が代
入され、含有しない元素については０（ゼロ）が代入される。
【請求項５】
　質量％で、Ｃ：０.６～１.０％、Ｓｉ：０.５％以下、Ｍｎ：０.１～１.５％、Ｐ：０.
０２％以下、Ｓ：０.０２％以下、Ｃｒ：０.１～１.５％、Ｎｂ：０.１～０.５％であり
、さらにＭｏ：０.５％以下、Ｖ：０.５％以下、Ｎｉ：２％以下、Ｔｉ：０.２５％以下
、Ｂ：０.００５％以下の１種以上を含有し、残部Ｆｅおよび不可避的不純物からなり、
Ｂ含有量に応じて下記（１）式または（２）式で定義される理想臨界直径ＤIが５０以上
である組成に成分調整された鋼を鋳造したのち放冷することによりＮｂ、Ｔｉの１種以上
を含有する粗大炭化物を析出させる工程、
　前記粗大炭化物が存在する鋼を１２００～１３５０℃に加熱保持することによりＮｂ、
Ｔｉの１種以上を含有する粒子径２μｍ以上の炭化物の密度を３００～１０００個／ｍｍ
2に調整する工程、
を有する耐摩耗性焼入れ焼戻し部品用鋼材の製造方法。
　Ｂ含有量０.０００５％未満（０％を含む）の場合：　ＤI＝６.０（Ｃ）1/2×（１＋０
.６４Ｓｉ）×（１＋４.１Ｍｎ）×（１＋２.８３Ｐ）×（１－０.６２Ｓ）×（１＋２.
３３Ｃｒ）×（１＋１.５２Ｎｉ）×（１＋３.１４Ｍｏ）　…（１）
　Ｂ含有量０.０００５％以上の場合：　ＤI＝６.０（Ｃ）1/2×（１＋０.６４Ｓｉ）×
（１＋４.１Ｍｎ）×（１＋２.８３Ｐ）×（１－０.６２Ｓ）×（１＋２.３３Ｃｒ）×（
１＋１.５２Ｎｉ）×（１＋３.１４Ｍｏ）×｛１＋１.５×（０.９－Ｃ）｝　…（２）
　ただし、（１）式または（２）式右辺の元素記号の箇所には質量％で表された当該元素
の含有量値が代入され、含有しない元素については０（ゼロ）が代入される。
【請求項６】
　前記炭化物の密度を３００～１０００個／ｍｍ2に調整する工程を経た後、加熱抽出温
度１１００～１３００℃、仕上圧延温度８００～９００℃、巻取温度７５０℃以下の条件
で熱間圧延し、６００℃以上Ａｃ1点未満の温度域に加熱保持する工程に供する請求項４
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または５に記載の耐摩耗性焼入れ焼戻し部品用鋼材の製造方法。
【請求項７】
　さらに冷間圧延し、６００℃以上Ａｃ1点未満の温度域に加熱保持する工程に供する請
求項６に記載の耐摩耗性焼入れ焼戻し部品用鋼材の製造方法。
【請求項８】
　前記耐摩耗性焼入れ焼戻し部品が鋸刃である請求項４～７のいずれかに記載の鋼材の製
造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、耐摩耗性に優れた焼入れ焼戻し部品用の鋼材、およびその製造方法に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　木材の切断、草刈等に使用する丸鋸や帯鋸には、長寿命化を目的とした「耐摩耗性」の
向上が要求される。このような刃物に使用される従来の鋼板では通常、焼入後に、低めの
温度で焼戻しを行って硬さレベルを高く維持することにより、耐摩耗性を確保している。
より高硬度が得られるように、炭素含有量を高めた鋼を使用することもある。鋼材の硬さ
と耐摩耗性は密接な関係にあり、マトリクスの硬さを高めることは耐摩耗性の向上に繋が
ることから、従来、鋼材に耐摩耗性を付与する手法としては硬さを増大させる手法を採用
することが一般的である。
【０００３】
　一方、刃物は安全上、使用中に折損しないことが重要である。刃物の折損を防止するた
めには刃物に用いる鋼材の「靱性」を十分に確保する必要がある。一般に鋼材の靱性を向
上させるには、調質硬さを低く抑えることが有効であるとされる。しかしながら、調質硬
さを抑制すると、同時に耐摩耗性も低下してしまうのが通常である。すなわち、鋼材にお
いて「耐摩耗性」と「靱性」はトレードオフの関係にある。
　これまで、靱性をできるだけ阻害せずに耐摩耗性を改善する試みが種々なされてきた（
特許文献１～６）。
【０００４】
【特許文献１】特許第３９６２１４３号公報
【特許文献２】特公平５－３７２０２号公報
【特許文献３】特開２００３－２７１８１号公報
【特許文献４】特開２００３－３２８０７８号公報
【特許文献５】特開２００５－１４６３２１号公報
【特許文献６】特許第３９４６３６９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従来検討されてきた鋼材の耐摩耗性改善手法は、「硬さ」を増大させる手段を用いて「
耐摩耗性」を付与し、結晶粒の微細化などによって「靱性」の低下を抑制するという思想
に基づくものが主流であった。そのような中で、本出願人はＴｉ、Ｎｂ、Ｚｒ、Ｖ、Ｗ等
の硬質な炭化物をマトリクス中に分散させることによりステンレス鋼の耐摩耗性を向上さ
せる技術を開示した（特許文献６）。
【０００６】
　相手摩擦面の表面粗さや摩擦面に介在する異物によって材料表面が削り取られる摩耗形
態をアブレシブ摩耗という。アブレシブ摩耗は、摩耗相手材の表面粗さが大きくかつ硬質
である場合や、部材よりも硬い異物が摩擦面に介在する場合に生じる。丸鋸や帯鋸等の刃
物部材の摩耗ではこの種の摩耗形態が主体となる。摩耗相手材の種類や使用環境によって
は、摩擦面にアルミナや炭化ケイ素のような部材硬さに比べて遥かに硬質の異物が介在す
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ることがある。アブレシブ摩耗に対する抵抗力を付与するためには、刃物部材を構成する
鋼材のマトリクス中に粒子径数μｍのＮｂやＴｉの炭化物を一定量以上分散させることが
有効である。ＮｂやＴｉの炭化物の硬さは２０００ＨＶ以上に相当し、これはアルミナや
炭化ケイ素とほぼ同等レベルの硬度である。鋼材マトリクス中に分散させた硬質粒子が摩
耗に対する抵抗力として働くことで、アブレシブ摩耗による鋼材の摩耗量が大幅に低減さ
れる。硬質炭化物を利用すれば、マトリクスを耐摩耗性向上のために必要以上に硬質化さ
せなくてもよいので、靱性向上にも有利となる。特許文献６ではこの手法を利用してステ
ンレス鋼の耐摩耗性を改善している。
【０００７】
　しかしながら、通常、丸鋸や帯鋸等の刃物用途において高価なステンレス鋼を採用する
ことは難しい。一般的な中・高炭素鋼の場合は、単に硬質な炭化物を分散させるだけでは
、耐摩耗性と靱性を高いレベルで両立させることは困難であり、現にそのような技術は未
だ確立されていない。
【０００８】
　今後、鋸刃等の刃物において、刃の運動速度向上や被切断材の高硬度化に対応していく
ためには、耐摩耗性と靱性を高レベルで両立させた安価な鋼材の出現が望まれる。本発明
はそのような鋼材を提供しようというものである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　発明者らはこれまでに、使用中に破損した刃物部材および耐久試験後の鋼材を多数取り
寄せ、破損部についてミクロ的な観点から詳細に調査してきた。その結果、中・高炭素鋼
からなる刃物部材を破損に導く主な因子は、「炭化物」と「不完全焼入れ部」であること
を突き止めた。炭化物は密度が高くなると破壊の起点および亀裂伝播の経路となるため靭
性を低下させる。また不完全焼入れ部も同様に靭性を低下させ、加えて耐摩耗性を低下さ
せる。すなわち、ステンレス鋼ではない中・高炭素鋼の靱性を高く維持するためには、炭
化物の存在形態について注意を払うとともに、不完全焼入れ部をできるだけ形成させない
ことが極めて重要であることが明らかになった。
【００１０】
　一方で、硬質な炭化物は上述のように耐摩耗性を向上させる作用を呈する。発明者らは
詳細な検討の結果、成分組成と、硬質な炭化物の分布形態を厳密にコントロールすること
により、中・炭素鋼において「耐摩耗性」と「靱性」を高いレベルで安定して改善するこ
とが可能であることを見出し、本発明を完成するに至った。
【００１１】
　すなわち本発明では、質量％で、Ｃ：０.６～１.０％、Ｓｉ：０.５％以下、Ｍｎ：０.
１～１.５％、Ｐ：０.０２％以下、Ｓ：０.０２％以下、Ｃｒ：０.１～１.５％、Ｎｂ：
０.１～０.５％であり、必要に応じてさらにＭｏ：０.５％以下、Ｖ：０.５％以下、Ｎｉ
：２％以下、Ｔｉ：０.２５％以下、Ｂ：０.００５％以下の１種以上を含有し、残部Ｆｅ
および不可避的不純物からなり、Ｂ含有量に応じて下記（１）式または（２）式で定義さ
れる理想臨界直径ＤIが５０以上である化学組成を有し、Ｎｂ、Ｔｉの１種以上を含有す
る粒子径２μｍ以上の炭化物が鋼材断面観察において３００～１０００個／ｍｍ2の密度
でマトリクス中に存在する耐摩耗性に優れた焼入れ焼戻し部品（例えば鋸刃）用鋼材が提
供される。
　Ｂ含有量０.０００５％未満（０％を含む）の場合：　ＤI＝６.０（Ｃ）1/2×（１＋０
.６４Ｓｉ）×（１＋４.１Ｍｎ）×（１＋２.８３Ｐ）×（１－０.６２Ｓ）×（１＋２.
３３Ｃｒ）×（１＋１.５２Ｎｉ）×（１＋３.１４Ｍｏ）　…（１）
　Ｂ含有量０.０００５％以上の場合：　ＤI＝６.０（Ｃ）1/2×（１＋０.６４Ｓｉ）×
（１＋４.１Ｍｎ）×（１＋２.８３Ｐ）×（１－０.６２Ｓ）×（１＋２.３３Ｃｒ）×（
１＋１.５２Ｎｉ）×（１＋３.１４Ｍｏ）×｛１＋１.５×（０.９－Ｃ）｝　…（２）
　ただし、（１）式または（２）式右辺の元素記号の箇所には質量％で表された当該元素
の含有量値が代入され、含有しない元素については０（ゼロ）が代入される。
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【００１２】
　また、このような焼入れ焼戻し部品用鋼材の製造方法として、上記の化学組成に成分調
整された鋼を鋳造したのち放冷することによりＮｂ、Ｔｉの１種以上を含有する粗大炭化
物を析出させる工程、
　前記粗大炭化物が存在する鋼を１２００～１３５０℃に加熱保持することによりＮｂ、
Ｔｉの１種以上を含有する粒子径２μｍ以上の炭化物の密度を３００～１０００個／ｍｍ
2に調整する工程、
を有する製造方法が提供される。
【００１３】
　前記炭化物の密度を３００～１０００個／ｍｍ2に調整する工程を経た後、加熱抽出温
度１１００～１３００℃、仕上圧延温度８００～９００℃、巻取温度７５０℃以下の条件
で熱間圧延し、６００℃以上Ａｃ1点未満の温度域に加熱保持する工程に供することがで
きる。さらに必要に応じて、冷間圧延し、６００℃以上Ａｃ1点未満の温度域に加熱保持
する工程に供することができる。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、「耐摩耗性」と「靱性」を高いレベルで両立させた鋼材を、特段のコ
スト増を伴うことなく提供することが可能となった。この鋼材はアブレシブ摩耗に対する
耐久性が高く、焼入れ性も良好であることから鋸刃等の刃物に好適である。油焼入れの他
、ガス焼入れにも対応可能であり、部品メーカーでの製造条件の選択自由度も広い。本発
明材料を刃物用途に適用すれば、安全性が向上するとともに、鋸刃の高速度化、被切断材
の高硬度化にも対応しうる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
〔化学組成〕
　本発明の鋼材の化学組成について説明する。以下、鋼の成分元素に関する「％」は特に
断らない限り「質量％」を意味する。
　Ｃは、調質硬さや強度、耐摩耗性を確保するために重要な元素であり、本発明では０.
６％以上、好ましくは０.６％を超える含有量が必要となる。ただしＣ含有量が多くなる
と焼入れ焼戻し後に粗大な未溶解炭化物が多くなり、それが破壊の起点および亀裂伝播経
路となって靱性・延性を阻害する。種々検討の結果、良好な靱性を安定して得るためにＣ
含有量は１.０％以下に制限される。
【００１６】
　Ｓｉは、溶鋼の脱酸に有効であり、また焼戻し軟化抵抗を高める作用がある。それらの
作用を十分に得るためには０.１％以上のＳｉ含有量を確保することがより効果的である
。ただし過剰のＳｉ含有は熱延板、冷延板を硬質にし、製造性を阻害する要因となる。こ
のためＳｉ含有量は０.５％以下の範囲とする。
【００１７】
　Ｍｎは、焼入れ性を向上させる元素であり、その作用を得るために０.１％以上の含有
量を確保する。ただし過剰のＭｎ含有は靱性を著しく低下させる場合があるので、Ｍｎ含
有量は１.５％以下に制限される。
【００１８】
　Ｐは、焼入れ時にオーステナイト粒界に偏析して粒界強度を低下させ、疲労特性や靱性
を低下させる要因となる。検討の結果、Ｐ含有量は０.０２％まで許容できる。
【００１９】
　Ｓは、鋼中で衝撃破壊や疲労破壊の起点となるＭｎＳを形成し、疲労特性や靱性を低下
させる要因となる。検討の結果、Ｓ含有量は０.０２％まで許容できる。
【００２０】
　Ｃｒは、Ｍｎと同様に焼入れ性の向上に有効であり、０.１％以上の含有量を確保する
。ただし多量のＣｒを添加すると未溶解炭化物の生成量が増大し、靱性が著しく低下する
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ことがあるので、Ｃｒ含有量は１.５％以下に制限される。
【００２１】
　Ｎｂは、鋳造後の鋼中に非常に硬質なＮｂ含有炭化物を形成し、耐摩耗性の向上に寄与
する。また、鋳造後に再固溶させたＮｂは焼入れ時の結晶粒を微細化させ、靱性の向上に
寄与する。これらの作用を十分に引き出すためには、０.１％以上のＮｂ含有量を確保す
る必要があり、０.１５％以上とすることがより好ましい。一方、多量のＮｂ添加は、Ｎ
ｂ含有炭化物を過剰に生成させ、それらが破壊の起点および亀裂伝播経路となり、靱性低
下を招く。また、発明者らの検討によれば、Ｎｂ添加によるアブレシブ摩耗に対する耐久
性向上効果はＮｂ含有量０.５％程度で飽和する傾向にある。したがってＮｂは０.５％以
下の範囲で含有させる。
【００２２】
　ＭｏおよびＶは、いずれも靱性の向上に有効な元素であり、必要に応じて添加すること
ができる。Ｍｏの場合は０.１％以上の含有量を確保することがより効果的である。Ｖの
場合も０.１％以上の含有量を確保することがより効果的である。ただしＭｏ、Ｖは高価
な元素であり過剰添加はコスト増を招く。Ｍｏ、Ｖの１種または２種を添加する場合は、
Ｍｏ、Ｖとも０.５％以下の含有量範囲とする。
【００２３】
　Ｎｉは、焼入れ性の向上に有効であり、必要に応じて添加することができる。その場合
、０.１％以上のＮｉ含有量を確保することがより効果的である。ただしＮｉの過剰添加
は経済性を損ねる要因となるので、Ｎｉを添加する場合は２％以下の範囲で行う。
【００２４】
　Ｔｉは、Ｎｂと同様、鋳造後の鋼中に非常に硬質なＴｉ含有炭化物を形成し、耐摩耗性
の向上に寄与するとともに、鋳造後に再固溶させたＴｉは焼入れ時の結晶粒を微細化させ
、靱性の向上に寄与する。またＴｉはＮとの結合力が強いため、Ｂを添加した場合にＢＮ
の生成を防止し、Ｂの焼入れ性向上作用を引き出す上で有利となる。これらの効果を十分
に得るためには０.０１％以上のＴｉ含有量を確保することがより効果的である。ただし
過剰のＴｉ含有は靱性を低下させる要因となる。Ｔｉを添加する場合は０.２５％以下の
範囲で行う。
【００２５】
　Ｂは、焼入れ性の向上に有効な元素であり、必要に応じて添加することができる。焼入
れ性向上作用を十分に発揮させるためには０.０００５％以上のＢ含有量を確保すること
がより効果的である。ただし、その作用は概ね０.００５％で飽和するので、Ｂを添加す
る場合は０.００５％以下の範囲で行う。
【００２６】
　理想臨界直径ＤIは、無限大の冷却速度で焼入れを行ったと仮定したときに完全に焼き
が入る棒の直径（ｍｍ）を示す指標であり、合金成分含有量の関数として、前記（１）式
または（２）式で表すことができる。焼入れ性はＢ含有の有無によって大きく左右される
ので、Ｂ含有量に応じて（１）式、（２）式のいずれかを使い分ける。ＤI値が大きいほ
ど焼入れ性が良好であることを意味する。発明者らは検討の結果、（１）式または（２）
式で表されるＤI値が５０より小さくなると、鋸刃等の刃物部材を製造する工場で行われ
ている焼入れ工程において、比較的冷却速度の小さい焼入れ処理（例えばガス焼入れなど
）を適用した場合には、不完全焼入れ組織が生じやすいことを見出した。そして、不完全
焼入れ組織は、炭化物が過剰に存在する場合と同様、割れ発生の起点および亀裂伝播経路
として機能することを突き止めた。また、不完全焼入れ部は耐摩耗性にも劣る。したがっ
て、耐摩耗性と靱性を安定して顕著に改善するには、不完全焼入れ部が生じないよう、十
分な焼入れ性が確保できる成分組成に調整することが重要である。このため、本発明では
（１）式または（２）式で定義されるＤI値が５０以上となるように成分組成を厳しく規
定している。ＤI値は５５以上であることがより好ましい。
【００２７】
〔金属組織〕
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　上述のように、本発明ではアブレシブな摩耗に対する耐摩耗性を顕著に向上させるため
にＮｂ、Ｔｉの１種以上を含有する硬質炭化物を利用する。ただし、靱性を確保するため
に、その分散形態に配慮する必要がある。詳細な検討の結果、焼入れ前の鋼材において、
Ｎｂ、Ｔｉの１種以上を含有する粒子径２μｍ以上の炭化物が３００～１０００個／ｍｍ
2の密度でマトリクス中に存在する金属組織としたときに、焼入れ後において、耐摩耗性
が顕著に向上し、かつ靱性を損なう弊害も回避されることがわかった。なお、上記の化学
組成に調整された鋼であれば、通常の焼入れ焼戻し処理後においてもＮｂ、Ｔｉの１種以
上を含有する粒子径２μｍ以上の炭化物の分布状態は、焼入れ前の状態がほぼ維持される
。
【００２８】
　ここで、Ｎｂ、Ｔｉの１種以上を含有する炭化物は、ＮｂＣ、ＴｉＣ、（Ｎｂ，Ｔｉ）
Ｃなどを主成分とするものであり、鋼中に含有される析出粒子が「Ｎｂ、Ｔｉの１種以上
を含有する炭化物」に該当するかどうかは、ＥＤＸ等による微視的分析によって確かめる
ことができる。個々の粒子の粒子径は、鋼材断面に観察される粒子の円相当径が採用され
る。すなわち、粒子の面積から、同じ面積を有する真円の直径を算出し、この直径を当該
粒子の粒子径とする。鋼材中に観察される炭化物の最大粒子径は３０μｍ以下に調整され
ていることが望ましい。粒子径２μｍ以上の炭化物が３００個／ｍｍ2未満であると耐摩
耗性向上効果が不十分となりやすい。４００個／ｍｍ2以上であることがより好ましい。
ただし、１０００個／ｍｍ2を超えると靱性低下が生じやすい。
【００２９】
　図１に、炭化物のＳＥＭ写真およびＥＤＸ分析例を示す。図１（ａ）はＮｂ含有量が約
０.０５質量％と少ない鋼板（後述表２の比較例Ｎｏ.１に相当する材料）、図１（ｂ）は
Ｎｂ含有量が約０.２質量％、Ｔｉ含有量が約０.０２質量％の鋼板（後述表２の本発明例
Ｎｏ.１７に相当する材料）である。Ｎｂ含有量が多い（ｂ）の材料では（ａ）の材料よ
り析出粒子の密度が増大している。図１（ｃ）は（ｂ）の材料を高倍率で観察したもので
ある。図１（ｃ）の矢印部分をＥＤＸにより分析したところ、析出粒子はＮｂおよびＴｉ
を含有する炭化物であることがわかる（図１（ｄ））。
【００３０】
〔製造方法〕
　上記のような金属組織を有する鋼材を得るために、まず、鋳造後の冷却過程を利用して
Ｎｂ、Ｔｉの１種以上を含有する粗大炭化物を析出させる。具体的には、Ｎｂ、Ｔｉの１
種以上を含有する炭化物が成長しやすい９００～１５００℃の温度領域の滞在時間が概ね
３０ｍｉｎ以上となるような冷却パターンとすることが効果的である。後述実施例のもの
はいずれもこの冷却パターンを満たしている。このような冷却パターンは、鋳造後に鋳塊
または鋳片を放冷する手法によって実現できる。放冷とは鋳塊または鋳片を強制的に冷却
することなく、自然冷却することをいう。「粗大炭化物」は、粒子径が概ね２μｍ以上の
炭化物をいう。
【００３１】
　次いで、前記粗大炭化物が存在する鋼を１２００～１３５０℃に加熱保持することによ
りＮｂ、Ｔｉの１種以上を含有する粒子径２μｍ以上の炭化物の密度を３００～１０００
個／ｍｍ2に調整する。この温度域に加熱すると、Ｎｂ、Ｔｉの１種以上を含有する粗大
炭化物の再固溶が進行し、粒子径２μｍ以上の炭化物の密度を３００～１０００個／ｍｍ
2に調整することが可能である。その加熱保持時間は、保持温度や加熱に供する鋼材のサ
イズにもよるが、通常０.５～１２ｈの範囲で最適保持時間を見出すことができる。実際
には、使用する生産設備に対応した予備実験によって保持温度、保持時間を設定すればよ
い。ステンレス鋼ではない中・高炭素鋼において、１２００～１３５０℃という高温の熱
処理を製品最終段階で施すことには無理がある。したがって、本発明では鋳造を含めた初
期の製造段階においてＮｂ、Ｔｉの１種以上を含有する粒子径２μｍ以上の炭化物の分布
密度を調整する。この炭化物の分布密度は、通常の熱間圧延、熱延板焼鈍、冷間圧延、仕
上げ焼鈍、焼入れ焼戻しの各工程を経てもほぼ維持される。
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【００３２】
　熱間圧延以降の工程については、従来一般的な製造方法が適用できる。例えば、熱間圧
延は、加熱抽出温度１１００～１３００℃、仕上圧延温度８００～９００℃、巻取温度７
５０℃以下の条件が採用できる。熱延板焼鈍は、６００℃以上Ａｃ1点未満の温度域に例
えば１０～５０ｈ加熱保持する条件が採用できる。さらに必要に応じて、冷間圧延し、６
００℃以上Ａｃ1点未満の温度域に例えば１０～５０ｈ加熱保持する仕上げ焼鈍に供すれ
ばよい。このようにして焼入れ焼戻し処理に供するための素材鋼材を得ることができる。
【実施例１】
【００３３】
　表１に示す化学組成の鋼を溶製し、鋳造後の冷却過程を放冷として鋳片を製造し、得ら
れた鋳片を１２５０℃×１ｈの加熱に供した。その後、仕上圧延温度８５０℃、巻取温度
５５０℃の条件で熱間圧延を行い、板厚３.５ｍｍの熱延鋼板を得た。次いで６９０℃×
１５ｈの焼鈍を行い、冷間圧延にて板厚１.５ｍｍとし、６７０℃×１５ｈの仕上げ焼鈍
を施すことにより、焼入れ焼戻し処理に供するための素材鋼板（板厚１.５ｍｍ）を得た
。
【００３４】
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【表１】

【００３５】
　焼入れ焼戻し処理は以下のいずれかの方法を選択して行った。焼戻し温度を調整するこ
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とにより、調質硬さが４２ＨＲＣ、４６ＨＲＣ、５０ＨＲＣに相当する各調質材を得た。
鋼種ごとの焼戻し温度Ｔ（℃）は表１中に記載してある。
〔焼入れ焼戻し処理ａ〕
　８２０℃×１５ｍｉｎ→６０℃油焼入れ→Ｔ℃×３０ｍｉｎ焼戻し
　この処理により調質硬さ４２ＨＲＣ、４６ＨＲＣ、５０ＨＲＣの各調質材を作製
〔焼入れ焼戻し処理ｂ〕
　８２０℃×１５ｍｉｎ→ガス焼入れ→Ｔ℃×３０ｍｉｎ焼戻し
　この処理により調質硬さ５０ＨＲＣの調質材を作製
【００３６】
〔炭化物分布状態の調査〕
　焼入れ処理に供する前の素材鋼板について、圧延方向および板厚方向に平行な断面（Ｌ
断面）を分析走査型電子顕微鏡により観察し、観察面積６１×６１μｍ2×２０視野中に
存在する「Ｎｂ、Ｔｉの１種以上を含有する粒子径２μｍ以上の炭化物」の数をカウント
し、その存在密度を算出した。粒子径は前述の円相当径であり、粒子径２μｍ以上の粒子
を画像処理によってピックアップした。
【００３７】
〔耐摩耗性試験〕
　焼入れ焼戻し後の試料から切り出した直径５ｍｍの円板（酸化スケールを研磨除去した
もの）を試験片とし、ピンオンディスク型摩耗試験機を用いて試験を行った。試験片の円
板を試料ホルダに固定して、回転する＃４００エメリー研磨紙（炭化ケイ素粉末を塗布し
た研磨紙）に試験片表面を試験荷重Ｆ＝３０Ｎで押し付けながら、摩擦速度０.６６ｍ／
ｓｅｃ、摩擦距離Ｌ＝２００ｍの条件で摩耗試験を行った。試験前後の試料板厚差から摩
耗により消失した材料の体積を算出し、これを摩耗減量Ｗ（ｍｍ3）とした。そして、下
記（３）式により比摩耗量Ｃ（ｍｍ3／Ｎ・ｍ）を求めた。
　　比摩耗量Ｃ＝摩耗減量Ｗ／（試験荷重Ｆ×摩擦距離Ｌ）　…（３）
　調質硬さ５０ＨＲＣの材料において、この比摩耗量Ｃが１.５×１０-4ｍｍ3／Ｎ・ｍ以
下であれば、刃物に使用されている現用鋼と比べ非常に優れた耐摩耗性を有すると判断さ
れる。
【００３８】
〔衝撃試験〕
　焼入れ焼戻し後の試料表面を研磨した板厚１.３５ｍｍの板材から、圧延方向を長手方
向とする２ｍｍＶノッチ衝撃試験片（ノッチ先端半径は０.２５ｍｍ）を作製した。この
試験片を用いて室温（２５℃±２℃）でのシャルピー衝撃試験を行った。
　調質硬さ５０ＨＲＣの材料において、この試験における衝撃値が１０Ｊ／ｃｍ2以上で
あれば、安全性の観点から十分な靱性を有すると判断される。
【００３９】
〔焼入れ焼戻し組織の観察〕
　焼入れ焼戻し処理を終えた試料について組織観察を行い、不完全焼入れ部（マトリクス
がマルテンサイト相以外の相である部分）の面積率を測定した。
【００４０】
　これらの結果を表２に示す。調質硬さ５０ＨＲＣの材料において、上記の比摩耗量Ｃが
１.５×１０-4ｍｍ3／Ｎ・ｍ以下、かつ上記の衝撃値が１０Ｊ／ｃｍ2以上である材料を
、「耐摩耗性」と「靱性」が高レベル両立できた材料と判定し、評価○（合格）と表示し
た。それ以外の材料を評価×（不合格）と表示した。
【００４１】
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【表２】

【００４２】
　表２からわかるように、本発明例のものは非常に硬質なＮｂ、Ｔｉの１種以上を含有す
る粒子径２μｍ以上の炭化物が適正な密度で分布していることにより、「耐摩耗性」と「
靱性」が高レベルで両立できた。
【００４３】
　これに対し、比較例であるＮｏ.１および２はＮｂ含有量が不足する鋼を用いたもので
あり、耐摩耗性および靱性がともに劣った。Ｎｏ.３はＮｂ含有量が多すぎる鋼を用いた
ものであり、耐摩耗性は良好であるが、硬質炭化物の析出量が多いため靱性に劣った。Ｎ
ｏ.４はＣ含有量が多すぎる鋼を用いたものであり、焼入れ焼戻し処理後に未溶解炭化物
が多く存在したことにより、それらが破壊の起点および亀裂伝播経路となって靱性が低下
した。Ｎｏ.５はＣ含有量が不足する鋼を用いたものであり、靱性は良好であるが、耐摩
耗性に劣った。Ｎｏ.６および７はそれぞれＭｎおよびＣｒ含有量が多すぎる鋼を用いた
ものであり、いずれも焼入れ焼戻し処理後に未溶解炭化物が多く存在したことにより靱性
が低下した。Ｎｏ.８および９はＤI値が本発明規定範囲を外れて低い鋼を使用したもので
あり、これらは同じ素材鋼板に対して条件の異なる焼入れ焼戻し処理を施したものである
。Ｎｏ.８では油焼入れにより耐摩耗性と靱性の両立が可能であったが、Ｎｏ.９ではガス
焼入れにより耐摩耗性、靱性とも劣る結果となった。したがって、ＤI値が本発明規定範
囲を下回る鋼では「耐摩耗性」と「靱性」を安定して高レベルで両立させることが難しい
。Ｎｏ.１０はＴｉ含有量が多すぎる鋼を用いたものであり、Ｔｉ含有炭化物が多く存在
したことにより、それらが破壊の起点および亀裂伝播経路となって靱性を低下させた。



(12) JP 5328331 B2 2013.10.30

10

20

30

40

【実施例２】
【００４４】
　表１に示す鋼Ｃ、Ｊ、Ｌを用いて、鋳片の加熱処理（固溶化処理）の温度および保持時
間を種々変動させたこと以外、実施例１と同様の方法で素材鋼板を作製し、実施例１と同
様の特性調査を行った。ただし焼入れ焼戻しは、前述の「焼入れ焼戻し処理ａ」によって
行い、調質硬さ５０ＨＣＲの材料のみを作製した。結果を表３に示す。
【００４５】
【表３】

【００４６】
　表３からわかるように、本発明例のものは「耐摩耗性」と「靱性」が高レベル両立でき
た。これに対しＮｏ.３、２１、２２はＮｂ含有量が多すぎる鋼を用いたものであり、耐
摩耗性は良好であるが、鋳片の加熱処理（固溶化処理）の条件を変動させても靱性を向上
させることができなかった。なおＮｏ.３は表２記載のデータを再掲したものである。Ｎ
ｏ.２３は鋳片の加熱処理（固溶化処理）の温度が低すぎたため硬質な炭化物の存在量が
多くなりすぎ、靱性に劣った。Ｎｏ.２７は鋳片の加熱処理（固溶化処理）の温度が高す
ぎたものであり、硬質な炭化物の存在量が少なくなったことにより耐摩耗性に劣った。
【００４７】
　図２に、上記各例で得られた材料（Ｎｏ.８を除く）について、衝撃値と比摩耗量の関
係をプロットしたグラフを示す。本発明例のものは衝撃値が高くなっても比摩耗量の増大
が抑制されていること、すなわち「耐摩耗性」と「靱性」が高レベル両立できていること
がわかる。
【図面の簡単な説明】
【００４８】
【図１】炭化物のＳＥＭ写真およびＥＤＸ分析例を示した図。
【図２】上記各例で得られた材料（Ｎｏ.８を除く）について、衝撃値と比摩耗量の関係
をプロットしたグラフ。
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